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答 申 書 

 

平成１９年５月２４日付け諮問第１１７４号をもって諮問された事案につい

て、審議の結果、下記の通り答申する。 

 

 

記 

 

 株式会社ケーブルテレビ佐伯の再送信同意裁定申請については、別紙のとおり

裁定することが適当である。 

 なお、総務省においては、有線テレビジョン放送事業者による再送信に関し、

有線テレビジョン放送の実態及び通信・放送の融合・連携の進展を踏まえ、受

信者の利益の保護並びに地域ニーズに対応した多様な情報の制作、調達及び流

通の促進の観点から、制度のあり方について今後幅広く検証すべきと考える。

おって、その際は、著作権法に基づく著作権及び著作隣接権の処理の観点にも

十分留意すべきである。 

 

以上 

 



別紙１ 

主   文 

 

アール・ケー・ビー毎日放送株式会社は、以下に定めるところにより、同社

のテレビジョン放送を株式会社ケーブルテレビ佐伯が再送信することに同意し

なければならない。 

 

１ 再送信することができるテレビジョン放送 

アール・ケー・ビー毎日放送株式会社所属北九州テレビジョン中継局のデジタ

ルテレビジョン放送 

   

２ 再送信の業務を行うことができる区域 

  大分県佐伯市の全域 

  

３ 再送信の実施の方法 

  上記１のテレビジョン放送のすべての放送番組に変更を加えないで同時に

再送信するとともに、再送信に利用するチャンネルは一定のチャンネルとし、

空き時間であっても他の用途に使用しないこと。 
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理 由 

 

１ 申請の概要 

 申請者は、平成４年６月１８日郵政大臣から有線テレビジョン放送施設の設

置許可を得て、大分県佐伯市の全域において有線テレビジョン放送を行ってい

る者であるが、福岡県福岡市所在の放送事業者であるアール・ケー・ビー毎日

放送株式会社（以下「ＲＫＢ」という。）、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢ

Ｃ」という。）、株式会社テレビ西日本（以下「ＴＮＣ」という。）及び株式会社

福岡放送（以下「ＦＢＳ」という。）のデジタルテレビジョン放送の再送信を希

望し、平成１８年１０月から平成１９年３月まで協議を求めたが、協議が調わ

なかったとして平成１９年３月２３日本件申請を行った。 

申請の概要は、次のとおりである。 

 

（１）申請に係る再送信の概要 

ア 再送信しようとするテレビジョン放送 

 主文の１のとおり 

イ 再送信の業務を行おうとする区域 

 主文の２のとおり 

ウ 再送信の実施の方法 

     同時再送信による放送 

エ 希望する再送信の開始日 

    平成１９年４月１日、又は裁定あり次第速やかに 

 

（２）協議の経過 

申請者は、平成１６年６月からは大分県の放送事業者と、平成１８年１０月

からは福岡県の放送事業者と、福岡県の放送事業者の放送対象地域の外におい

て行われる再送信（以下「区域外再送信」という。）に係る協議を平成１９年３

月まで継続してきた。 

申請者は、地上デジタル放送の再送信は「国策としてのアナログ放送からデ

ジタル放送への移行」に伴うものであり、区域外再送信についても、引き続き

再送信を行うことが視聴している市民に対しての責務であると考えている。こ

れを実現するために、区域外再送信の同意を得られるよう福岡県の放送事業者

と協議を重ねてきたが、福岡県の放送事業者は、大分県の放送事業者の承諾が

なければ同意できないとの主張の繰り返しに終始した。 

一方、大分県の放送事業者においては、承諾できない理由として、以下の点

を挙げている。 
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①放送事業は県域免許である。 

②デジタル放送はアナログ放送からの移行ではなく、新免許である。 

③著作権問題がある。 

④経営に与える影響が大きい。 

大分県の放送事業者はこの中でも経営に与える影響の大きさについて強く主

張している。 

申請者は、これらの主張に対して次のように反論している。 

①については、福岡県の放送事業者から同意を得た上で、既に何年もアナロ

グ放送での区域外再送信を適法に行っており、視聴習慣が定着している。 

②については、総務省の指導にあるようにアナログからデジタルへの技術変

化による「移行」であることは明白である。 

③については、著作権問題は再送信同意とは別の制度の問題であり、必要で

あれば著作権料は適切に支払う用意がある。 

④については、同意しないことの正当な理由（第１０４回国会・衆議院・逓

信委員会における５つの基準）に合致していないことはもとより、自社都

合的な理由に過ぎず、権利の濫用ではないかと考えている。 

 申請者は、平成１６年６月から、福岡県の放送事業者の地上デジタルテレビ

ジョン放送の区域外再送信に係る同意について、福岡県及び大分県の放送事業

者と協議を継続してきたが、当事者間協議をこれ以上継続しても合意に至る進

展が望めない事を、双方ともに確認するに至り、平成１９年３月本件申請を行

ったものである。 

 

２ 申請に係る放送事業者の意見の概要 

ＲＫＢが、平成１９年４月２６日法第１３条第４項に基づき提出した意見書

の概要は、次のとおりである。 

 

（１）法第１３条第２項本文の同意をしない理由 

ア 放送の再送信をどの地域で認めるかは放送事業者に固有の判断事項で

ある。放送対象地域内での再送信については、地上放送の公共性にかんが

み、アナログ時代から極力前向きに同意してきたところであり、デジタル

放送でも「２０１１年７月全面移行」の円滑な実現に向けて積極的に同意

しているところである。一方、放送対象地域外については、公共性の根拠

は乏しく、放送をあまねく普及する努力義務を負っているわけでもない。

情報格差の是正等についても、時代の変化等もあり、再送信に同意しなけ

ればならない特段の理由ではなく、むしろ、極めて深刻なさまざまな弊害

がある。また、ＩＰマルチキャストによる地上デジタル放送の再送信につ
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いて、「放送事業の放送の意図としての地域性」には「一定の合理性」が

ある旨明記されているが、この考えは、有線テレビジョン放送による再送

信にも適用されるべきである。 

 

イ 大分県には同じＪＮＮ系列の大分放送（以下「ＯＢＳ」という。）が存

立しており、視聴者にとっては、共通のネット番組をＲＫＢの区域外再送

信を通じて視聴する必要は全くなく、また、ローカル番組やローカルＣＭ

については原則として再送信される地域の放送事業者発のものが視聴さ

れるべきであり、情報としても十分に充足されていると考えられる。また、

申請者の業務区域と福岡県とでは生活圏としての十分な一体性は認めら

れない。 

 

ウ 区域外再送信を通じてＲＫＢの放送が大分県内で日常的に視聴され、Ｏ

ＢＳの緊急災害情報や地域情報が見過ごされた場合には大分県民の生活

の安全が脅かされる。また、地元情報に接する機会が減ることは視聴者に

とって文化面・生活面で却って不利益になると思われる。福岡地方向けの

放送が意図しない地域で再送信されることによって、結果として誤った情

報や役に立てない情報となることが危惧される。地上放送のデジタル放送

では、ハイビジョンの魅力とともにデータ放送などによる地域情報、気象

情報、緊急災害情報等のきめ細かなサービスが大きなメリットである。デ

ジタル放送ではアナログ放送よりもさらに再送信される地域の放送事業

者視聴の必要性・重要性が高まっているが、区域外再送信はこれに大きく

逆行する。 

 

エ 現状では実態にそぐわない「チャンネル格差の是正」という名目で、い

たずらに区域外再送信を認めることは、地域免許制度の形骸化をもたらす

ことになり、断じて受け入れられない。 

 

オ 大分県の放送事業者３社の推計によれば、福岡県の放送事業者５社の区

域外再送信による大分県放送事業者に対する経営へのマイナスの影響は、

年間売上げの１３％弱に相当し、甚だ深刻である。「デジタル全面移行」

への厳しい経営状況に、区域外再送信問題がさらに追い討ちをかけること

は大きな問題であり、同じローカル局として同様の厳しさに直面している

者としても、こうした影響に無関心ではおれない。デジタル放送の区域外

再送信は特段の事情がない限り抑制されるべきである。 
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カ デジタル放送の区域外再送信については、著作権法上の「許諾」との兼

ね合いからも、容易に同意することができない。なぜならば、法の同意が

そのまま著作権法上の許諾を意味してしまうからである。ＲＫＢが購入し、

又は制作して放送する番組の権利処理は、通常、放送対象地域内での放送

を想定しており、区域外再送信は想定していない。これはアナログでも共

通の問題だが、コンプライアンス重視が企業の重要な理念となっている現

在、デジタル放送の区域外再送信の同意にあたっては、この問題をより強

く認識せざるを得ない。 

 

キ 放送対象地域での特定商品需要拡大を目的として、地域限定ＣＭや、キ

ャンペーンＣＭをスポット的に放送することがよくあるが、区域外再送信

でこのようなＣＭが放送されることは、広告主の意図に反するばかりでな

く、視聴者に対して誤った情報を流すことにより、混乱を招くことになる。 

 

ク 有線テレビジョン放送事業者からは、地上放送がデジタル放送に変わる

のはアナログ放送からの単純な移行であるから、アナログ放送での再送信

に同意していた場合はデジタル放送でも再送信に同意すべきである、との

主張がなされているが、有線テレビジョン放送事業者の事業形態の変化等

の観点から、この主張は適切ではない。 

 

（２）協議の経過 

  ＲＫＢは、平成１８年１０月から平成１９年３月まで６回にわたり、協議

を行った。 

 

３ 判断 

テレビジョン放送の再送信を放送事業者の同意に係らしめている法第１３条

第２項の趣旨は、有線テレビジョン放送事業者の再送信という行為によって放

送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されるという事態を防止し、もって

放送秩序の維持を図るため、放送事業者に再送信の方法等をチェックさせるこ

とにより両者の間で調整を行わせ、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪

曲されることのないよう担保するところにある。 

 したがって、再送信によって放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲さ

れる場合には、法第１３条第５項の同意をしないことにつき正当な理由がある

場合に該当するところ、当該放送事業者には、再送信によって放送の意図が害

され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実を立証することが求め

られている。 
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 ついては、以下において、ＲＫＢが再送信の同意をしない理由について、再

送信によって放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体

的事実の有無を判断する。 

 

（１） 再送信をどの地域で認めるかは放送事業者に固有の判断事項であると

いうこと等を理由に再送信に係る同意をしないことについて 

ＲＫＢ等は「放送の再送信をどの地域で認めるかは放送事業者に固有の

判断事項である。放送対象地域内での再送信については、地上放送の公共

性にかんがみ、アナログ時代から極力前向きに同意してきたところであり、

デジタル放送でも「２０１１年７月全面移行」の円滑な実現に向けて積極

的に同意しているところである。一方、放送対象地域外については、公共

性の根拠は乏しく、放送をあまねく普及する努力義務を負っているわけで

もない。情報格差の是正等についても、時代の変化等もあり、再送信に同

意しなければならない特段の理由ではなく、むしろ、極めて深刻なさまざ

まな弊害がある。」と主張している。しかしながら、裁定の判断においては、

放送事業者の意思のみに基づくものではなく、放送の意図が害され、又は

歪曲されているか否かを客観的に判断すべきものである。また、「放送の意

図」とは、原則として放送番組の編集意図を指しているものであるところ、

この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることを

うかがわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同

意しない正当な理由とは認められない。 

  

（２）同一系列のＯＢＳの視聴が適切かつ重要であるということを理由に再送

信に係る同意をしないことについて 

ＲＫＢは「大分県には同じＪＮＮ系列のＯＢＳが存立しており、視聴者

にとっては、共通のネット番組をＲＫＢの区域外再送信を通じて視聴する

必要は全くなく、また、ローカル番組やローカルＣＭについては原則とし

て再送信される地域の放送事業者発のものが視聴されるべきであり、情報

としても十分に充足されていると考えられる。また、申請者の業務区域と

福岡県とでは生活圏としての十分な一体性は認められない。」と主張してい

る。しかしながら、どの情報を摂取するかは、本来、情報の受け手である

視聴者の自主的な選択が尊重されるべきものであり、放送事業者が十分な

合理的理由なく、一方的に決定・制限できる事項とは認められない。その

ため、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲される

ことをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送

信に同意しない正当な理由とは認められない。 
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（３）地元発の地域情報、災害情報が見過ごされるということを理由に再送信

に係る同意をしないことについて 

ＲＫＢは、「区域外再送信を通じてＲＫＢの放送が大分県内で日常的に視

聴され、ＯＢＳの緊急災害情報や地域情報が見過ごされた場合には大分県

民の生活の安全が脅かされる。また、地元情報に接する機会が減ることは

視聴者にとって文化面・生活面で却って不利益になると思われる。福岡地

方向けの放送が意図しない地域で再送信されることによって、結果として

誤った情報や役に立てない情報となることが危惧される。地上放送のデジ

タル放送では、ハイビジョンの魅力とともにデータ放送などによる地域情

報、気象情報、緊急災害情報等のきめ細かなサービスが大きなメリットで

ある。デジタル放送ではアナログ放送よりもさらに再送信される地域の放

送事業者視聴の必要性・重要性が高まっているが、区域外再送信はこれに

大きく逆行する。」と主張している。しかしながら、緊急災害情報及び地域

情報を含め、どの情報を摂取するかは、本来、情報の受け手である視聴者

の自主的な選択が尊重されるべきものであり、放送事業者が十分な合理的

理由なく、一方的に決定・制限できる事項とは認められない。そのため、

この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることを

うかがわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同

意しない正当な理由とは認められない。なお、たとえ放送の意図が害され

ないとしても、区域外再送信によって大分県民の生命・安全が脅かされる

こととなる具体的危険性が認められるのであれば、その事実は考慮に値す

るが、ＲＫＢの主張には、考慮するに足る具体的証拠は掲げられておらず、

この点について、大分県知事に意見照会を行ったところ、むしろ、大分県

知事からの回答によれば、そのような危険性は大きくないものと認められ

る。したがって、この観点からも正当な理由とは認められない。 

   

（４）地域免許制度の形骸化をもたらすということを理由に再送信に係る同意

をしないことについて 

ＲＫＢは、「現状では実態にそぐわない「チャンネル格差の是正」という

名目で、いたずらに区域外再送信を認めることは、地域免許制度の形骸化

をもたらすことになり、断じて受け入れられない。」と主張している。しか

しながら、そもそも、地域免許制度は、電波による放送に関する制度であ

り、有線テレビジョン放送とは直接的には関係がなく、区域外再送信を行

うことと直ちに矛盾するとはいえない。これは、アナログ放送においても

平穏に長期にわたって区域外再送信が継続して行われてきたことからも明
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らかである。したがって、この主張には、放送事業者の放送の意図が害さ

れ、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されているも

のとは言えず、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（５）再送信される地域の放送事業者への影響ということを理由に再送信に係

る同意をしないことについて 

ＲＫＢは、「大分県の放送事業者３社の推計によれば、福岡県の放送事業

者５社の区域外再送信による大分県放送事業者に対する経営へのマイナス

の影響は、年間売上げの１３％弱に相当し、甚だ深刻である。「デジタル全

面移行」への厳しい経営状況に、区域外再送信問題がさらに追い討ちをか

けることは大きな問題であり、同じローカル局として同様の厳しさに直面

している者としても、こうした影響に無関心ではおれない。デジタル放送

の区域外再送信は特段の事情がない限り抑制されるべきである。」と主張し

ている。しかしながら、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、

又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。仮

に主張するような事実があったとしても、金銭的問題については、民事的

解決に属する事項であり、再送信に同意しない正当な理由とは認められな

い。 

 

（６）著作権法上の問題があるということを理由に再送信に係る同意をしない

ことについて 

ＲＫＢは、「デジタル放送の区域外再送信については、著作権法上の「許

諾」との兼ね合いからも、容易に同意することができない。なぜならば、

法の同意がそのまま著作権法上の許諾を意味してしまうからである。ＲＫ

Ｂが購入し、又は制作して放送する番組の権利処理は、通常、放送対象地

域内での放送を想定しており、区域外再送信は想定していない。これはア

ナログでも共通の問題だが、コンプライアンス重視が企業の重要な理念と

なっている現在、デジタル放送の区域外再送信の同意にあたっては、この

問題をより強く認識せざるを得ない。」と主張している。しかしながら、法

第１３条第２項の同意と著作権法上の許諾は、そもそも別の法律に基づく

制度であり、裁定にあたって勘案する必要はない。著作権法上の問題は、

別途著作権法の規定に従って解決されるべきである。 

なお、ＲＫＢは、「法の同意がそのまま著作権法上の許諾を意味してしま

うからである。」と主張しているが、法第１３条第２項の同意と著作権法上

の許諾は別の法律に基づく制度であり、法第１３条第２項の同意が直ちに

著作権法上の許諾の効果を付与するものではなく、ＲＫＢの主張は事実誤
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認であることを申し添える。 

 

（７）ＣＭの地域性ということを理由に再送信に係る同意をしないことについ

て 

ＲＫＢは「放送対象地域での特定商品需要拡大を目的として、地域限定

ＣＭや、キャンペーンＣＭをスポット的に放送することがよくあるが、区

域外再送信でこのようなＣＭが放送されることは、広告主の意図に反する

ばかりでなく、視聴者に対して誤った情報を流すことにより、混乱を招く

ことになる。」と主張している。しかしながら、「広告主の意図に反する」

という主張には、具体的事例や証拠が挙げられておらず、放送事業者の放

送の意図を害し、又は歪曲することをうかがわしめる具体的事実とは認め

られない。また、「視聴者の混乱を招く」という主張については、大分県知

事に意見照会を行ったところ、逆に、大分県知事からは「本県内の視聴者

（消費者）が福岡波の区域外送信で福岡地区に限定したＣＭを視聴したと

しても、そのこと（福岡地区のＣＭであること）は十分に理解し得ると思

われ、これまで（アナログ時）も大きな混乱やトラブルが生じたケースは

聞き及んでいないことから、今後もそのような事態は発生しにくいと考え

る。」という意見が提出されている。したがって、再送信に同意しない正当

な理由とは認められない。 

 

（８）アナログ放送とデジタル放送は別であるということを理由に再送信に係

る同意をしないことについて 

ＲＫＢは、「有線テレビジョン放送事業者からは、地上放送がデジタル放

送に変わるのはアナログ放送からの単純な移行であるから、アナログ放送

での再送信に同意していた場合はデジタル放送でも再送信に同意すべきで

ある、との主張がなされているが、有線テレビジョン放送事業者の事業形

態の変化等の観点から、この主張は適切でない。」と主張している。たしか

に、免許上は、アナログ放送とデジタル放送は技術的理由によって別のも

のとなっているが、現在アナログ放送とデジタル放送はサイマル放送で基

本的には同一内容の放送が行われており、さらに２０１１年のアナログ放

送の停波後はデジタル放送に一本化されることから、アナログ放送とデジ

タル放送とで異なる取扱いをする合理的理由は一般的にはないと考えるべ

きである。そのため、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、

又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。し

たがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 
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４ 結論 

以上のとおり、ＲＫＢが、申請者に対し、そのデジタルテレビジョン放送の

再送信に係る同意をしないことにつき正当な理由があると認めるに足る事実は

存在しない。よって、主文のとおり裁定する。 
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別紙２ 

主   文 

 

九州朝日放送株式会社は、以下に定めるところにより、同社のテレビジョン

放送を株式会社ケーブルテレビ佐伯が再送信することに同意しなければならな

い。 

 

１ 再送信することができるテレビジョン放送 

九州朝日放送株式会社所属北九州テレビジョン中継局のデジタルテレビジ

ョン放送 

 

２ 再送信の業務を行うことができる区域 

  大分県佐伯市の全域 

  

３ 再送信の実施の方法 

  上記１のテレビジョン放送のすべての放送番組に変更を加えないで同時に

再送信するとともに、再送信に利用するチャンネルは一定のチャンネルとし、

空き時間であっても他の用途に使用しないこと。 
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理 由 

 

１ 申請の概要 

 申請者は、平成４年６月１８日郵政大臣から有線テレビジョン放送施設の設

置許可を得て、大分県佐伯市の全域において有線テレビジョン放送を行ってい

る者であるが、福岡県福岡市所在の放送事業者であるアール・ケー・ビー毎日

放送株式会社（以下「ＲＫＢ」という。）、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢ

Ｃ」という。）、株式会社テレビ西日本（以下「ＴＮＣ」という。）及び株式会社

福岡放送（以下「ＦＢＳ」という。）のデジタルテレビジョン放送の再送信を希

望し、平成１８年１０月から平成１９年３月まで協議を求めたが、協議が調わ

なかったとして平成１９年３月２３日本件申請を行った。 

申請の概要は、次のとおりである。 

 

（１）申請に係る再送信の概要 

ア 再送信しようとするテレビジョン放送 

 主文の１のとおり 

イ 再送信の業務を行おうとする区域 

 主文の２のとおり 

ウ 再送信の実施の方法 

     同時再送信による放送 

エ 希望する再送信の開始日 

    平成１９年４月１日、又は裁定あり次第速やかに 

 

（２）協議の経過 

申請者は、平成１６年６月からは大分県の放送事業者と、平成１８年１０月

からは福岡県の放送事業者と、福岡県の放送事業者の放送対象地域の外におい

て行われる再送信（以下「区域外再送信」という。）に係る協議を平成１９年３

月まで継続してきた。 

申請者は、地上デジタル放送の再送信は「国策としてのアナログ放送からデ

ジタル放送への移行」に伴うものであり、区域外再送信についても、引き続き

再送信を行うことが視聴している市民に対しての責務であると考えている。こ

れを実現するために、区域外再送信の同意を得られるよう福岡県の放送事業者

と協議を重ねてきたが、福岡県の放送事業者は、大分県の放送事業者の承諾が

なければ同意できないとの主張の繰り返しに終始した。 

一方、大分県の放送事業者においては、承諾できない理由として、以下の点

を挙げている。 
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①放送事業は県域免許である。 

②デジタル放送はアナログ放送からの移行ではなく、新免許である。 

③著作権問題がある。 

④経営に与える影響が大きい。 

大分県の放送事業者はこの中でも経営に与える影響の大きさについて強く主

張している。 

申請者は、これらの主張に対して次のように反論している。 

①については、福岡県の放送事業者から同意を得た上で、既に何年もアナロ

グ放送での区域外再送信を適法に行っており、視聴習慣が定着している。 

②については、総務省の指導にあるようにアナログからデジタルへの技術変

化による「移行」であることは明白である。 

③については、著作権問題は再送信同意とは別の制度の問題であり、必要で

あれば著作権料は適切に支払う用意がある。 

④については、同意しないことの正当な理由（第１０４回国会・衆議院・逓

信委員会における５つの基準）に合致していないことはもとより、自社都

合的な理由に過ぎず、権利の濫用ではないかと考えている。 

 申請者は、平成１６年６月から、福岡県の放送事業者の地上デジタルテレビ

ジョン放送の区域外再送信に係る同意について、福岡県及び大分県の放送事業

者と協議を継続してきたが、当事者間協議をこれ以上継続しても合意に至る進

展が望めない事を、双方ともに確認するに至り、平成１９年３月本件申請を行

ったものである。 

 

２ 申請に係る放送事業者の意見の概要 

ＫＢＣが、平成１９年５月１日法第１３条第４項に基づき提出した意見書の

概要は、次のとおりである。 

 

（１）法第１３条第２項本文の同意をしない理由 

ア 投資面を含めて、漫然とアナログ放送からデジタル放送へ移行しよう

としているわけではなく、また、アナログ放送とデジタル放送では免許

要件が異なる以上、「デジタル放送の免許は新しい免許」と考えるのが妥

当で、区域外再送信の同意の可否についても、アナログ放送とデジタル

放送とでは、個別に検討する必要がある。したがって、アナログ放送の

区域外再送信に対する同意が、即、デジタル放送の区域外再送信の同意

とはならない。 

 

イ 著作権法第９９条の「放送事業者は、その放送を受信してこれを再放
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送し、又は有線放送する権利を専有する」との規定により、再送信の際

の著作隣接権が放送事業者にあることは明らかであり、有線テレビジョ

ン放送事業者が再送信するに際して、著作隣接権を有する放送事業者か

らの許諾がなければ、それが違法状態であることは明らかである。申請

者は、「著作権料は適切に支払う」と言っているが、同意も許諾もしない

と言っており、許諾がない状態での対価の支払いは理論上成立し得ない。 

 

ウ ＫＢＣ及びテレビ朝日系列の九州ブロックの各放送事業者が推進して

いる九州ブロック番組には、レギュラー番組及び単発番組がある。平成

１７年度の当社のブロック番組は、同時間帯で放送している６つのレギ

ュラー番組以外にも、「フジパンカップ少年サッカー」、「とっても健康ら

んど」、「玄海旗柔道」、「朝日駅伝」など数多くあり、大分地区ではすべ

て大分朝日放送株式会社（以下「ＯＡＢ」という。）が系列局として受け

局となっている。これらの番組について、ＫＢＣでブロックセールスを

行う場合、大分地区については、ＯＡＢの視聴率を唯一の営業データと

している。ＯＡＢの視聴率が、ＫＢＣの区域外再送信を含む「その他の

視聴率」により目減りすることは、ＫＢＣの営業セールス上、大きな打

撃となる。ましてや、ＫＢＣの区域外再送信により、ＯＡＢがブロック

番組そのものに対する意義を失い、ブロック番組の受け局から離脱する

選択をした場合、損害は計り知れない。系列強化という大義を失うこと

になり、経営上、大きな影響は免れない。 

 

エ 昭和６１年以降の２０年以上の間で、「民放の全国４波化」政策による

情報格差の是正とケーブルテレビ産業の経営改善は確実に進んでおり、

「大臣裁定」の判断基準とされる「５つの基準」は既に実態とかけ離れ

ていると言わざるを得ない。放送事業者としては、「５つの基準」は、区

域内、区域外を問わず、再送信同意を検討する際、有線テレビジョン放

送事業者に求められる最低限の条件に過ぎず、同意の判断は、その他様々

な状況を総合的に判断する必要がある。 

 

オ 区域外再送信による福岡県の放送事業者の放送番組の視聴が常態化

した場合、地元の災害情報や有事情報の確認が遅れ、大分県民が生命的、

財産的な不利益を受けることも懸念される。また、福岡地区に限定した

形で出稿されたＣＭが、大分地区で放送されることは、広告主の意図や

狙いに反するばかりでなく、大分県の視聴者（消費者）にも混乱を与え

る。広告主にとっては、放送される区域が広がればよいというものでは
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なく、地域限定キャンペーンなどでキャンペーン対象外の地域へのＣＭ

が放送され、クレーム処理が発生することの方が問題である。また、Ｋ

ＢＣとＯＡＢで同一番組を同時刻に放送している場合、視聴者（契約者）

が区域外再送信によりＫＢＣの放送を視聴していれば、大分県の視聴者

（契約者）はＫＢＣに出稿した広告主のＣＭを視聴し、ＯＡＢに出稿し

た広告主のＣＭは視聴者の目に触れないこととなり、広告主は実害を被

ることとなる。こうした状況が常態化すれば、福岡への一極集中が加速

し、地域の文化振興や経済の活性化は、衰退していくことが懸念される。

区域外再送信により、視聴率や営業収入など経営的な影響を最も受けて

いるのは再送信される地域の放送事業者である。仮に、ＫＢＣが区域外

再送信に同意した場合、ＯＡＢは、営業的にその発注時において系列局

であるがゆえに大きな不利を背負うことになる。 

 

（２）協議の経過 

  ＫＢＣは、平成１８年１０月から平成１９年３月まで８回にわたり協議

を行った。 

 

３ 判断 

テレビジョン放送の再送信を放送事業者の同意に係らしめている法第１３条

第２項の趣旨は、有線テレビジョン放送事業者の再送信という行為によって放

送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されるという事態を防止し、もって

放送秩序の維持を図るため、放送事業者に再送信の方法等をチェックさせるこ

とにより両者の間で調整を行わせ、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪

曲されることのないよう担保するところにある。 

 したがって、再送信によって放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲さ

れる場合には、法第１３条第５項の同意をしないことにつき正当な理由がある

場合に該当するところ、当該放送事業者には、再送信によって放送の意図が害

され、又は歪曲されるという具体的事実を立証することが求められている。 

 ついては、以下において、ＫＢＣが再送信の同意をしない理由について、再

送信によって放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体

的事実の有無を判断する。 

 

（１）アナログ放送とデジタル放送は別であるということを理由に再送信に係

る同意をしないことについて 

ＫＢＣは、「投資面を含めて、漫然とアナログ放送からデジタル放送へ移

行しようとしているわけではなく、また、アナログ放送とデジタル放送で
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は免許要件が異なる以上、「デジタル放送の免許は新しい免許」と考えるの

が妥当で、区域外再送信の同意の可否についても、アナログ放送とデジタ

ル放送とでは、個別に検討する必要がある。したがって、アナログ放送の

区域外再送信に対する同意が、即、デジタル放送の区域外再送信の同意と

はならない。」と主張している。たしかに、免許上は、アナログ放送とデジ

タル放送は技術的理由によって別のものとなっているが、現在アナログ放

送とデジタル放送はサイマル放送で基本的には同一内容の放送が行われて

おり、さらに２０１１年のアナログ放送の停波後はデジタル放送に一本化

されることから、アナログ放送とデジタル放送とで異なる取扱いをする合

理的理由は一般的にはないと考えるべきである。そのため、この主張には、

放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる

具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正当な

理由とは認められない。 

 

（２）著作権法上の問題があるということを理由に再送信に係る同意をしない

ことについて 

ＫＢＣは、「著作権法第９９条の「放送事業者は、その放送を受信してこ

れを再放送し、又は有線放送する権利を専有する」との規定により、再送

信の際の著作隣接権が放送事業者にあることは明らかであり、有線テレビ

ジョン放送事業者が再送信するに際して、著作隣接権を有する放送事業者

からの許諾がなければ、それが違法状態であることは明らかである。申請

者は、「著作権料は適切に支払う」と言っているが、同意も許諾もしないと

言っており、許諾がない状態での対価の支払いは理論上成立し得ない。」と

主張している。しかしながら、法第１３条第２項の同意と著作権法上の許

諾は、そもそも別の法律に基づく制度であり、裁定にあたって勘案する必

要はない。著作権法上の問題は、別途著作権法の規定に従って解決される

べきである。 

 

（３）自社への経営的な影響があるということを理由に再送信に係る同意をし

ないことについて 

ＫＢＣは、「ＫＢＣ及びテレビ朝日系列の九州ブロックの各放送事業者が

推進している九州ブロック番組には、レギュラー番組及び単発番組がある。

平成１７年度の当社のブロック番組は、同時間帯で放送している６つのレ

ギュラー番組以外にも、「フジパンカップ少年サッカー」、「とっても健康ら

んど」、「玄海旗柔道」、「朝日駅伝」など数多くあり、大分地区ではすべて

ＯＡＢが系列局として受け局となっている。これらの番組について、ＫＢ
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Ｃでブロックセールスを行う場合、大分地区についてはＯＡＢの視聴率を

唯一の営業データとしている。ＯＡＢの視聴率が、ＫＢＣの区域外再送信

を含む「その他の視聴率」により目減りすることは、ＫＢＣの営業セール

ス上、大きな打撃となる。ましてや、ＫＢＣの区域外再送信により、ＯＡ

Ｂがブロック番組そのものに対する意義を失い、ブロック番組の受け局か

ら離脱する選択をした場合、損害は計り知れない。系列強化という大義を

失うことになり、経営上、大きな影響は免れない。」と主張している。しか

しながら、営業収入などの経営状況や系列ネットワークの維持などの金銭

面又は経営面の問題は放送の意図とは直接関係があるとは言えず、この主

張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかが

わしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しな

い正当な理由とは認められない。また、仮に主張するような事実があった

としても、金銭的問題については、民事的解決に属する事項であり、再送

信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（４）「５つの基準」は既に実態とかけ離れていることを理由に再送信に係る同

意をしないことについて 

ＫＢＣは、「昭和６１年以降の２０年以上の間で、「民放の全国４波化」

政策による情報格差の是正とケーブルテレビ産業の経営改善は確実に進ん

でおり、「大臣裁定」の判断基準とされる「５つの基準」は既に実態とかけ

離れていると言わざるを得ない。放送事業者としては、「５つの基準」は、

区域内、区域外を問わず、再送信同意を検討する際、有線テレビジョン放

送事業者に求められる最低限の条件に過ぎず、同意の判断は、その他様々

な状況を総合的に判断する必要がある。」と主張している。しかしながら、

これは行政への要望事項であり、同意をしない理由とは認められないため、

この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることを

うかがわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同

意しない正当な理由とは認められない。 

 

（５）大分県民やＯＡＢへの影響があるということを理由に再送信に係る同意

をしないことについて 

ＫＢＣは、「区域外再送信による福岡県の放送事業者の放送番組の視聴が

常態化した場合、地元の災害情報や有事情報の確認が遅れ、大分県民が生

命的・財産的な不利益を受けることも懸念される。また、福岡地区に限定

した形で出稿されたＣＭが、大分地区で放送されることは、広告主の意図

や狙いに反するばかりでなく、大分県の視聴者（消費者）にも混乱を与え
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る。広告主にとっては、放送される区域が広がればよいというものではな

く、地域限定キャンペーンなどでキャンペーン対象外の地域へのＣＭが放

送され、クレーム処理が発生することの方が問題である。また、ＫＢＣと

ＯＡＢで同一番組を同時刻に放送している場合、視聴者（契約者）が区域

外再送信によりＫＢＣの放送を視聴していれば、大分県の視聴者（契約者）

はＫＢＣに出稿した広告主のＣＭを視聴し、ＯＡＢに出稿した広告主のＣ

Ｍは視聴者の目に触れないこととなり、広告主は実害を被ることとなる。

こうした状況が常態化すれば、福岡への一極集中が加速し、地域の文化振

興や経済の活性化は、衰退化していくことが懸念される。区域外再送信に

より、視聴率や営業収入など経営的な影響を最も受けているのは再送信さ

れる地域の放送事業者である。仮に、ＫＢＣが区域外再送信に同意した場

合、ＯＡＢは、営業的にその発注時において系列局であるがゆえに大きな

不利を背負うことになる。」と主張している。 

しかしながら、「地元の災害情報や有事情報の確認が遅れる」という主張

については、緊急災害情報及び地域情報を含め、どの情報を摂取するかは、

情報の受け手である視聴者の自主的な選択が尊重されるべきものであり、

放送事業者が十分な合理的理由なく、一方的に決定・制限できる事項とは

認められない。そのため、この主張には、放送事業者の放送の意図が害さ

れ、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。

したがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。なお、た

とえ放送の意図が害されないとしても、区域外再送信によって大分県民の

生命・安全が脅かされることとなる具体的危険性が認められるのであれば、

その事実は考慮に値するが、ＫＢＣの主張には、考慮するに足る具体的証

拠は掲げられておらず、この点について、大分県知事に意見照会を行った

ところ、むしろ、大分県知事からの回答によれば、そのような危険性は大

きくないものと認められる。したがって、この観点からも正当な理由とは

認められない。 

また、「広告主の意図に反する」という主張には、具体的事実や証拠が挙

げられておらず、放送事業者の放送の意図を害し、又は歪曲することをう

かがわしめる具体的事実とは認められない。また、「視聴者の混乱を招く」

という主張については、大分県知事に意見照会を行ったところ、逆に、大

分県知事からは「本県内の視聴者（消費者）が福岡波の区域外送信で福岡

地区に限定したＣＭを視聴したとしても、そのこと（福岡地区のＣＭであ

ること）は十分に理解し得ると思われ、これまで（アナログ時）も大きな

混乱やトラブルが生じたケースは聞き及んでいないことから、今後もその

ような事態は発生しにくいと考える。」という意見が提出されている。した
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がって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

さらに、「区域外再送信により、視聴率や営業収入など経営的な影響を最

も受けているのは再送信される地域の放送事業者である。仮に、ＫＢＣが

区域外再送信に同意した場合、ＯＡＢは、営業的にその発注時において系

列局であるがゆえに大きな不利を背負うことになる。」という主張には、放

送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具

体的事実が指摘されていない。仮に主張するような事実があったとしても、

金銭的問題については、民事的解決に属する事項であり、再送信に同意し

ない正当な理由とは認められない。 

 

４ 結論 

以上のとおり、ＫＢＣが、申請者に対し、そのデジタルテレビジョン放送の

再送信に係る同意をしないことにつき正当な理由があると認めるに足る事実は

存在しない。よって、主文のとおり裁定する。 
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別紙３ 

主   文 

 

株式会社テレビ西日本は、以下に定めるところにより、同社のテレビジョン

放送を株式会社ケーブルテレビ佐伯が再送信することに同意しなければならな

い。 

 

１ 再送信することができるテレビジョン放送 

  株式会社テレビ西日本所属北九州テレビジョン中継局のデジタルテレビジ

ョン放送 

 

２ 再送信の業務を行うことができる区域 

  大分県佐伯市の全域 

  

３ 再送信の実施の方法 

  上記１のテレビジョン放送のすべての放送番組に変更を加えないで同時に

再送信するとともに、再送信に利用するチャンネルは一定のチャンネルとし、

空き時間であっても他の用途に使用しないこと。 
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理 由 

 

１ 申請の概要 

 申請者は、平成４年６月１８日郵政大臣から有線テレビジョン放送施設の設

置許可を得て、大分県佐伯市の全域において有線テレビジョン放送を行ってい

る者であるが、福岡県福岡市所在の放送事業者であるアール・ケー・ビー毎日

放送株式会社（以下「ＲＫＢ」という。）、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢ

Ｃ」という。）、株式会社テレビ西日本（以下「ＴＮＣ」という。）及び株式会社

福岡放送（以下「ＦＢＳ」という。）のデジタルテレビジョン放送の再送信を希

望し、平成１８年１０月から平成１９年３月まで協議を求めたが、協議が調わ

なかったとして平成１９年３月２３日本件申請を行った。 

申請の概要は次のとおりである。 

 

（１）申請に係る再送信の概要 

ア 再送信しようとするテレビジョン放送 

 主文の１のとおり 

イ 再送信の業務を行おうとする区域 

 主文の２のとおり 

ウ 再送信の実施の方法 

     同時再送信による放送 

エ 希望する再送信の開始日 

    平成１９年４月１日、又は裁定あり次第速やかに 

 

（２）協議の経過 

申請者は、平成１６年６月からは大分県の放送事業者と、平成１８年１０月

からは福岡県の放送事業者と、福岡県の放送事業者の放送対象地域の外におい

て行われる再送信（以下「区域外再送信」という。）に係る協議を平成１９年３

月まで継続してきた。 

申請者は、地上デジタル放送の再送信は「国策としてのアナログ放送からデ

ジタル放送への移行」に伴うものであり、区域外再送信についても、引き続き

再送信を行うことが視聴している市民に対しての責務であると考えている。こ

れを実現するために、区域外再送信の同意を得られるよう福岡県の放送事業者

と協議を重ねてきたが、福岡県の放送事業者は、大分県の放送事業者の承諾が

なければ同意できないとの主張の繰り返しに終始した。 

一方、大分県の放送事業者においては、承諾できない理由として、以下の点

を挙げている。 
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①放送事業は県域免許である。 

②デジタル放送はアナログ放送からの移行ではなく、新免許である。 

③著作権問題がある。 

④経営に与える影響が大きい。 

大分県の放送事業者はこの中でも経営に与える影響の大きさについて強く主

張している。 

申請者は、これらの主張に対して次のように反論している。 

①については、福岡県の放送事業者から同意を得た上で、既に何年もアナロ

グ放送での区域外再送信を適法に行っており、視聴習慣が定着している。 

②については、総務省の指導にあるようにアナログからデジタルへの技術変

化による「移行」であることは明白である。 

③については、著作権問題は再送信同意とは別の制度の問題であり、必要で

あれば著作権料は適切に支払う用意がある。 

④については、同意しないことの正当な理由（第１０４回国会・衆議院・逓

信委員会における５つの基準）に合致していないことはもとより、自社都

合的な理由に過ぎず、権利の濫用ではないかと考えている。 

 申請者は、平成１６年６月から、福岡県の放送事業者の地上デジタルテレビ

ジョン放送の区域外再送信に係る同意について、福岡県及び大分県の放送事業

者と協議を継続してきたが、当事者間協議をこれ以上継続しても合意に至る進

展が望めない事を、双方ともに確認するに至り、平成１９年３月本件申請を行

ったものである。 

 

２ 申請に係る放送事業者の意見の概要 

ＴＮＣが、平成１９年５月１日法第１３条第４項に基づき提出した意見書の

概要は、次のとおりである。 

 

（１）法第１３条第２項本文の同意をしない理由 

ア 地域免許制に基づく地上テレビジョン放送全体の秩序維持、健全な発展

という観点から、再送信される地域の放送事業者の考え方が確認されてい

ることを重要視している。その上で、区域外再送信をめぐる状況にかんが

み、当面のこととして、①アナログでの適法な同意があり、視聴習慣が定

着していること、②生活圏・文化圏としての一体性が認められること、③

業務区域内に受信点を設置できること、の３点の内容を総合的に勘案して

同意するか否かの判断をしている。この方針に照らし合わせ、申請者から

の再送信の申し入れに対しては、再送信される地域の放送事業者が承知で

きないという考えが確認されたため、同意しないこととした。 
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イ 放送事業者の放送の意図の中には個々の番組の企画意図とそれら番組

からなる編成意図のみならず、当然放送の放送対象地域も含まれるとみる

べきであり、再送信をどの地域で認めるかについては、基本的には放送事

業者が判断すべき事項である。特に豊の国ハイパーネットワークを利用し

た県内全域にわたる配信能力を有する大分県の有線テレビジョン放送事

業者に対して、現時点での同意判定基準を超えて無制約に同意を出すこと

は、地上放送の根幹である地域免許制度が求める姿勢と明らかに相反する。 
 

ウ 地域免許制度に基づく地上放送全体の健全な発達、災害情報等の地域情

報の安定的供給という観点から、再送信される地域の放送事業者に配慮し、

その考え方を確認することが欠かせないと考えている。今回の申請者から

の再送信の申し入れに対しては、再送信される地域の放送事業者が承知で

きないという考えが確認されたため、同意しないこととした。 

 

エ 大分県内においては、有線テレビジョン放送事業者による区域外再送信

の視聴を含む「その他視聴等」は年々上昇してきている等、区域外再送信

による大分県の放送事業者の営業的損失は年間数億円規模にのぼる等と

されている。再送信される地域の放送事業者が膨大な設備投資により放送

のデジタル化を行い、厳しい経営の見通しのなかで、放送対象地域内に多

数の中継局を設置し十全な放送を行おうとしているとき、区域外再送信を

認めることは、その経営に与える影響は大きいと考える。このような現実

を無視しての同意の判定はしかねる。 

 

オ 区域外再送信の視聴が常態化すれば、再送信される地域の放送事業者が

発信する緊急情報に対する地域住民の接触する機会が減少してしまい、そ

の結果、地域住民は不利益を受けることとなる。再送信される地域の視聴

者にこのような重大な不利益が発生し得ることを懸念している。 

 

カ 区域外再送信は少数波地域で情報格差の是正に貢献しているという意

見があるが、情報格差是正が有線テレビジョン放送に依存するとその施設

の有無又は加入・非加入世帯間で格差を生じる懸念がある。都道府県単位

のチャンネル格差の是正は本来チャンネルプランに関する政策により行

うべきものであり区域外再送信とは別問題であると考える。 

 

キ 自社のローカル制作番組や購入番組は、放送区域内での権利処理しかさ
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れていない。したがって、そのエリア外で放送する場合にはあらためて権

利処理作業が必要であり、この権利処理について、再送信する有線テレビ

ジョン放送事業者が実際にどのように処理するのか、実務面が不明確なま

まであり、現状では区域外再送信に同意することはできない。 

 

ク 著作権法に基づく再送信の許諾に際して、法に基づく再送信同意と著作

権法に基づく許諾の二つの基準が存在するという不整合な状況にある。著

作権法上の許諾についての十分な議論がない中で、再送信の同意をするこ

とはできない。 

 

ケ 現在も第１０４回国会・衆議院「逓信委員会」（昭和６１年４月）で示

された正当な理由の５条件が大臣裁定の判断基準となっているが、ケーブ

ルテレビ産業が飛躍的発展をとげているなかで、この５条件は有線テレビ

ジョン放送事業者が最低限守るべき事項であり、当時の立法趣旨と現状は

余りに乖離しており、大臣裁定制度の、その廃止を含む見直しを行政に要

望する。 

なお、デジタル放送の特徴的なサービスであるワンセグ放送が開始され

たが、有線テレビジョン放送事業者においては再送信する際にワンセグ放

送を含めた形で再送信されているものの、視聴者には一般的なワンセグ受

信機でそれを視聴できる機会が提供されていない。現行のワンセグ放送は、

固定受信機向けの放送の補完メディアの位置づけであり、映像、音声につ

いては固定受信機向けの放送とのサイマル放送を実施しているが、データ

放送については、一部の時間帯においてワンセグ向けに独自のコンテンツ

を放送している。このワンセグのデータ放送も番組編成意図の一部であり、

つまり、放送の意図を形成するひとつの要素であると考えている。将来、

放送法でその旨の改正があった場合ワンセグ放送で固定受信機向け放送

とは別の放送素材を使用した放送番組を編成すること等も視野に入れて

おり、そのようなサービスを実施するときには、当然、ワンセグ放送と固

定受信機向け放送の両者をトータルした編成が番組編成意図を示すこと

になる。有線テレビジョン放送事業者によるデジタル放送の区域外再送信

では、その再送信される地域において、その放送の番組編成意図が損なわ

れることが懸念される。なお、同様のことは、区域内のワンセグ難視地域

においても生じることは将来的な課題として認識している。 

 

（２）協議の経過 

ＴＮＣは、平成１８年１０月から平成１９年３月まで６回にわたり、協
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議を行った。 

 

３ 判断 

 テレビジョン放送の再送信を放送事業者の同意に係らしめている法第１３条

第２項の趣旨は、有線テレビジョン放送事業者の再送信という行為によって放

送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されるという事態を防止し、もって

放送秩序の維持を図るため、放送事業者に再送信の方法等をチェックさせるこ

とにより両者の間で調整を行わせ、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪

曲されることのないよう担保するところにある。 

 したがって、再送信によって放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲さ

れる場合には、法第１３条第５項の同意をしないことにつき正当な理由がある

場合に該当するところ、当該放送事業者には、再送信によって放送の意図が害

され、又は歪曲されるという具体的事実を立証することが求められている。 

 ついては、以下において、ＴＮＣが再送信の同意をしない理由について、再

送信によって放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体

的事実の有無を判断する。 

 

（１）自社の区域外再送信の同意基準である再送信される地域の放送事業者の

承知がないということを理由に再送信に係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「地域免許制に基づく地上テレビジョン放送全体の秩序維持、

健全な発展という観点から、再送信される地域の放送事業者の考え方が確

認されていることを重要視している。その上で、区域外再送信をめぐる状

況にかんがみ、当面のこととして、①アナログでの適法な同意があり、視

聴習慣が定着していること、②生活圏・文化圏としての一体性が認められ

ること、③業務区域内に受信点を設置できること、の３点の内容を総合的

に勘案して同意するか否かの判断をしている。この方針に照らし合わせ、

申請者からの再送信の申し入れに対しては、再送信される地域の放送事業

者が承知できないという考えが確認されたため、同意しないこととした。」

と主張している。しかしながら、この主張には、放送事業者の放送の意図

が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されて

いない。したがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（２）再送信をどの地域で認めるかについては放送事業者が判断すべき事項で

あるということ等を理由に再送信に係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「放送事業者の放送の意図の中には個々の番組の企画意図とそ

れら番組からなる編成意図のみならず、当然放送の放送対象地域も含まれ
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るとみるべきであり、再送信をどの地域で認めるかについては、基本的に

は放送事業者が判断すべき事項である。特に豊の国ハイパーネットワーク

を利用した県内全域にわたる配信能力を有する大分県の有線テレビジョン

放送事業者に対して、現時点での同意判定基準を超えて無制約に同意を出

すことは、地上放送の根幹である地域免許制度が求める姿勢と明らかに相

反する。」と主張している。しかしながら、裁定の判断においては、放送事

業者の意思のみに基づくものではなく、放送の意図が害され、又は歪曲さ

れているか否かを客観的に判断するものである。また、「放送の意図」とは、

原則として放送番組の編集意図を指しているものであるところ、この主張

には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわ

しめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない

正当な理由とは認められない。そもそも、地域免許制度は、電波による放

送に関する制度であり、有線テレビジョン放送とは直接的には関係がなく、

区域外再送信を行うことと直ちに矛盾するとはいえない。これは、アナロ

グ放送においても平穏に長期にわたって区域外再送信が継続して行われて

きたことからも明らかである。したがって、この主張には、放送事業者の

放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が

指摘されているものとは言えず、再送信に同意しない正当な理由とは認め

られない。 

 

（３）再送信される地域の放送事業者の承諾がないということを理由に再送信

に係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「地域免許制度に基づく地上放送全体の健全な発達、災害情報

等の地域情報の安定的供給という観点から、再送信される地域の放送事業

者に配慮し、その考え方を確認することが欠かせないと考えている。今回

の申請者からの再送信の申し入れに対しては、再送信される地域の放送事

業者が承知できないという考えが確認されたため、同意しないこととし

た。」と主張している。しかしながら、この主張には、放送事業者の放送の

意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘さ

れていない。したがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められな

い。 

 

（４）再送信される地域の放送事業者の経営へ悪影響があるということを理由

に再送信に係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「大分県内においては、有線テレビジョン放送事業者による区

域外再送信の視聴を含む「その他視聴等」は年々上昇してきている等、区
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域外再送信による大分県の放送事業者の営業的損失は年間数億円規模にの

ぼる等とされている。再送信される地域の放送事業者が膨大な設備投資に

より放送のデジタル化を行い、厳しい経営の見通しのなかで、放送対象地

域内に多数の中継局を設置し十全な放送を行おうとしているとき、区域外

再送信を認めることは、その経営に与える影響は大きいと考える。このよ

うな現実を無視しての同意の判定はしかねる。」と主張している。しかしな

がら、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲される

ことをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。仮に主張するよう

な事実があったとしても、金銭的問題については、民事的解決に属する事

項であり、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（５）再送信される地域の視聴者の不利益になるということを理由に再送信に

係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「区域外再送信の視聴が常態化すれば、再送信される地域の放

送事業者が発信する緊急情報に対する地域住民の接触する機会が減少して

しまい、その結果、地域住民は不利益を受けることとなる。再送信される

地域の視聴者にこのような重大な不利益が発生し得ることを懸念してい

る。」と主張している。しかしながら、緊急災害情報及び地域情報を含め、

どの情報を摂取するかは、本来、情報の受け手である視聴者の自主的な選

択が尊重されるべきものであり、放送事業者が十分な合理的理由なく、一

方的に決定・制限できる事項とは認められない。そのため、この主張には、

放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる

具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正当な

理由とは認められない。なお、たとえ放送の意図が害されないとしても、

区域外再送信によって大分県民の生命・安全が脅かされることとなる具体

的危険性が認められるのであれば、その事実は考慮に値するが、ＴＮＣの

主張には、考慮するに足る具体的証拠は掲げられておらず、この点につい

て、大分県知事に意見照会を行ったところ、むしろ、大分県知事からの回

答によれば、そのような危険性は大きくないものと認められる。したがっ

て、この観点からも正当な理由はない。 

 

（６）チャンネル格差の是正は区域外再送信とは別問題であるということを理

由に再送信に係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「区域外再送信は少数波地域で情報格差の是正に貢献している

という意見があるが、情報格差是正が有線テレビジョン放送に依存すると

その施設の有無又は加入・非加入世帯間で格差を生じる懸念がある。都道
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府県単位のチャンネル格差の是正は本来チャンネルプランに関する政策に

より行うべきものであり区域外再送信とは別問題であると考える。」と主張

している。しかしながら、この主張には、放送事業者の放送の意図が害さ

れ、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。

したがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（７）著作権処理を行えるか不明確であるということを理由に再送信に係る同

意をしないことについて 

ＴＮＣは、「自社のローカル制作番組や購入番組は、放送区域内での権利

処理しかされていない。したがって、そのエリア外で放送する場合にはあ

らためて権利処理作業が必要であり、この権利処理について、再送信する

有線テレビジョン放送事業者が実際にどのように処理するのか、実務面が

不明確なままであり、現状では区域外再送信に同意することはできない。」

と主張している。しかしながら、法第１３条第２項の同意と著作権法上の

許諾は、そもそも別の法律に基づく制度であり、裁定にあたり勘案する必

要はない。著作権法上の問題は、別途著作権法の規定に従って解決される

べきである。 

 

（８）再送信同意と著作権法上の許諾が不整合であるということを理由に再送

信に係る同意をしないことについて 

ＴＮＣは、「著作権法に基づく再送信の許諾に際して、法に基づく再送信

同意と著作権法に基づく許諾の二つの基準が存在するという不整合な状況

にある。著作権法上の許諾についての十分な議論がない中で、再送信の同

意をすることはできない。」と主張している。しかしながら、この主張には、

放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる

具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正当な

理由とは認められない。 

 

（９）大臣裁定制度を見直すべきであること等を理由に再送信に係る同意をし

ないことについて 

ＴＮＣは、「現在も第１０４回国会・衆議院「逓信委員会」（昭和６１年

４月）で示された正当な理由の５条件が大臣裁定の判断基準となっている

が、ケーブルテレビ産業が飛躍的発展をとげているなかで、この５条件は

有線テレビジョン放送事業者が最低限守るべき事項であり、当時の立法趣

旨と現状は余りに乖離しており、大臣裁定制度の、その廃止を含む見直し

を行政に要望する。 
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なお、デジタル放送の特徴的なサービスであるワンセグ放送が開始され

たが、有線テレビジョン放送事業者においては再送信する際にワンセグ放

送を含めた形で再送信されているものの、視聴者には一般的なワンセグ受

信機でそれを視聴できる機会が提供されていない。現行のワンセグ放送は、

固定受信機向けの放送の補完メディアの位置づけであり、映像、音声につ

いては固定受信機向けの放送とのサイマル放送を実施しているが、データ

放送については、一部の時間帯においてワンセグ向けに独自のコンテンツ

を放送している。このワンセグのデータ放送も番組編成意図の一部であり、

つまり、放送の意図を形成するひとつの要素であると考えている。将来、

放送法でその旨の改正があった場合ワンセグ放送で固定受信機向け放送と

は別の放送素材を使用した放送番組を編成すること等も視野に入れており、

そのようなサービスを実施するときには、当然、ワンセグ放送と固定受信

機向け放送の両者をトータルした編成が番組編成意図を示すことになる。

有線テレビジョン放送事業者によるデジタル放送の区域外再送信では、そ

の再送信される地域において、その放送の番組編成意図が損なわれること

が懸念される。なお、同様のことは、区域内のワンセグ難視地域において

も生じることは将来的な課題として認識している。」と主張している。しか

しながら、前段における大臣裁定制度の見直しは行政への要望事項であり、

同意をしない正当な理由とは認められない。また、後段のワンセグ放送に

ついての主張は、将来的な可能性を示唆したものに過ぎず、現時点におい

て、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されるこ

とをうかがわしめる具体的事実が認められない。したがって、再送信に同

意しない正当な理由とは認められない。 

 

４ 結論 

以上のとおり、ＴＮＣが、申請者に対し、そのデジタルテレビジョン放送の

再送信に係る同意をしないことにつき正当な理由があると認めるに足る事実は

存在しない。よって、主文のとおり裁定する。 
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別紙４ 

主   文 

 

株式会社福岡放送は、以下に定めるところにより、同社のテレビジョン放送

を株式会社ケーブルテレビ佐伯が再送信することに同意しなければならない。 

 

１ 再送信することができるテレビジョン放送 

株式会社福岡放送所属北九州テレビジョン中継局のデジタルテレビジョン

放送 

 

２ 再送信の業務を行うことができる区域 

  大分県佐伯市の全域 

  

３ 再送信の実施の方法 

  上記１のテレビジョン放送のすべての放送番組に変更を加えないで同時に

再送信するとともに、再送信に利用するチャンネルは一定のチャンネルとし、

空き時間であっても他の用途に使用しないこと。 
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理 由 

 

１ 申請の概要 

 申請者は、平成４年６月１８日郵政大臣から有線テレビジョン放送施設の設

置許可を得て、大分県佐伯市の全域において有線テレビジョン放送を行ってい

る者であるが、福岡県福岡市所在の放送事業者であるアール・ケー・ビー毎日

放送株式会社（以下「ＲＫＢ」という。）、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢ

Ｃ」という。）、株式会社テレビ西日本（以下「ＴＮＣ」という。）及び株式会社

福岡放送（以下「ＦＢＳ」という。）のデジタルテレビジョン放送の再送信を希

望し、平成１８年１０月から平成１９年３月まで協議を求めたが、協議が調わ

なかったとして平成１９年３月２３日本件申請を行った。 

申請の概要は、次のとおりである。 

 

（１）申請に係る再送信の概要 

ア 再送信しようとするテレビジョン放送 

 主文の１のとおり 

イ 再送信の業務を行おうとする区域 

 主文の２のとおり 

ウ 再送信の実施の方法 

     同時再送信による放送 

エ 希望する再送信の開始日 

    平成１９年４月１日、又は裁定あり次第速やかに 

 

（２）協議の経過 

申請者は、平成１６年６月からは大分県の放送事業者と、平成１８年１０月

からは福岡県の放送事業者と、福岡県の放送事業者の放送対象地域の外におい

て行われる再送信（以下「区域外再送信」という。）に係る正式な協議を平成１

９年３月まで継続してきた。 

申請者は、地上デジタル放送の再送信は「国策としてのアナログ放送からデ

ジタル放送への移行」に伴うものであり、区域外再送信についても、引き続き

再送信を行うことが視聴している市民に対しての責務であると考えている。こ

れを実現するために、区域外再送信の同意を得られるよう福岡県の放送事業者

と協議を重ねてきたが、福岡県の放送事業者は、大分県の放送事業者の承諾が

なければ同意できないとの主張の繰り返しに終始した。 

一方、大分県の放送事業者においては、承諾できない理由として、以下の点

を挙げている。 
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①放送事業は県域免許である。 

②デジタル放送はアナログ放送からの移行ではなく、新免許である。 

③著作権問題がある。 

④経営に与える影響が大きい。 

大分県の放送事業者はこの中でも経営に与える影響の大きさについて強く主

張している。 

申請者は、これらの主張に対して次のように反論している。 

①については、福岡県の放送事業者から同意を得た上で、既に何年もアナロ

グ放送での区域外再送信を適法に行っており、視聴習慣が定着している。 

②については、総務省の指導にあるようにアナログからデジタルへの技術変

化による「移行」であることは明白である。 

③については、著作権問題は再送信同意とは別の制度の問題であり、必要で

あれば著作権料は適切に支払う用意がある。 

④については、同意しないことの正当な理由（第１０４回国会・衆議院・逓

信委員会における５つの基準）に合致していないことはもとより、自社都

合的な理由に過ぎず、権利の濫用ではないかと考えている。 

 申請者は、平成１６年６月から、福岡県の放送事業者の地上デジタルテレビ

ジョン放送の区域外再送信に係る同意について、福岡県及び大分県の放送事業

者と協議を継続してきたが、当事者間協議をこれ以上継続しても合意に至る進

展が望めない事を、双方ともに確認するに至り、平成１９年３月本件申請を行

ったものである。 

 

２ 申請に係る放送事業者の意見の概要 

 ＦＢＳが、平成１９年４月２６日法第１３条第４項に基づき提出した意見書

の概要は、次のとおりである。 

 

（１）法第１３条第２項本文の同意をしない理由 

ア 地域免許制度に基づいて、福岡県の放送対象地域に放送する意図を持っ

て放送しており、２００６年８月の情報通信審議会第３次中間答申では、

ＩＰ再送信については地域限定に対して一定の合理性が認められたとこ

ろ、ＩＰ再送信と同様に有線テレビジョン放送事業者による区域外再送信

についても「放送の意図としての地域性」が尊重されるべきである。 

 

イ 有線テレビジョン放送事業者は、テレビジョン放送の再送信を行うにあ

たり、著作権法第２３条（公衆送信権等）および第９９条（有線放送権）

で規定される放送事業者の著作権、著作隣接権の許諾が必要である。有線
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テレビジョン放送法の再送信同意と、著作権法に基づく放送局の再送信許

諾とは別であり、地域免許制度との整合性に加え、この二つの基準の整合

性に関する検討が必要である。 

 

ウ 大臣裁定制度導入後、多くの地上放送を行う放送事業者の開局がある一

方で、ケーブルテレビ産業は飛躍的な発展を遂げるなど再送信をめぐる環

境は大きな変化を遂げている。昭和６１年当時の委員会答弁にある「５条

件」が、判断基準となっているが、ケーブルテレビ産業が飛躍的な発展を

遂げている中で、この「５条件」は最低限遵守すべき事項であり、当時の

立法趣旨と現状はあまりにも乖離している。再送信に関する大臣裁定制度

は、地域免許制度及び著作権のあり方の観点からも大きな問題があり、こ

れらの実情を理解し、大臣裁定制度の廃止を含む見直しを行政に要望する

ものである。 

 

エ 区域外再送信は、放送事業者の公共性とは無関係である。チャンネル格

差是正を区域外再送信に委ねることは、当該地域においてケーブルテレビ

施設がない地域や、施設があってもケーブルテレビの非加入世帯との不公

平を生む結果となり、地域全体の格差是正に役立つかどうかは非常に疑問

である。チャンネル格差は国の放送普及基本計画に基づくものであり、本

来は、国としてチャンネルを割り当てて、格差を是正するのが本筋である。 
 

オ 地上デジタル放送の区域外再送信の同意については、再送信される地域

の放送事業者の納得（了解）を得ることを前提に、①アナログ放送で適法

な同意があり、視聴習慣が定着していること、②生活圏・文化圏としての

一体性が認められること、③業務区域内に受信点を設置できることの３条

件を総合的に判断し同意基準としているが、申請者はその基準を満たして

いない。 

 

カ 区域外再送信の同意については、再送信される地域の放送事業者の納得

（了解）を得ることが条件である。緊急災害情報や政見放送等の地域視聴

者のための地域情報の安定的供給と地域免許制度に基づく地上テレビジ

ョン放送全体の健全な発展という観点から、再送信される地域の放送事業

者に配慮し、その考え方を確認することは欠かせない。同意することによ

って再送信される地域の放送事業者が視聴率の低下等による経営的なダ

メージを受けることを無視するわけにはいかない。 
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キ 区域外再送信の視聴機会が増えることは、地元の媒体力が減少すること

になり、結果的には地元経済の活性化にマイナス効果となり、地元の経済

環境から好ましいことではない。区域外再送信の視聴が常態化すると、福

岡一極集中が進み、地域の活性化はますます衰退していくことが懸念され

る。地域活性化のために有線テレビジョン放送事業者が果たす役割は、本

来、地域情報を充実し、地域経済・文化の発展に寄与することである。 

 

ク 区域外再送信の視聴が常態化すると、居住区域のこうした有事の際の放

送や緊急災害情報をはじめ、行政情報、政見放送などの地域情報提供の妨

げが懸念され、その結果、居住区域の視聴者に必要な情報が的確に伝わら

ず、無用な混乱を引き起こすことなどが危惧される。このような観点から

も再送信される地域の放送事業者の放送番組が本来見られるべきである。 

 

ケ 広告主が意図して放送する地域限定ＣＭが、異なる地域でも放送される

結果となり、区域外の視聴者に対して誤ったＣＭを放送するという責任問

題に発展することも想定される。その結果、ＦＢＳは広告主に対して意図

しない地域に放送したことへの責任、広告主とＦＢＳは視聴者に対して誤

ったＣＭを放送し、混乱を招いた責任を問われることになる。ＣＭの観点

からも区域外再送信を行うことは、コンプライアンス上問題があり、広告

主ならびに視聴者のために適切でない。 
 

コ 系列ネットワークは、民放のビジネススキームとして成立しており、区

域外再送信などにより同系列の放送事業者に経営的にマイナスとなる影

響を与えることは、ネットワーク全体からみても体制を維持する面から好

ましいことではない。 

 

サ ＦＢＳの放送対象地域外での有線テレビジョン放送事業者による再送

信に関する著作権の権利処理は通常されていない。有線テレビジョン放送

事業者による再送信に関する権利処理は当該事業者が責任を持つもので

はあるが、ＦＢＳの判断を超えるエリアで再送信が行われることは、権利

処理の問題をより深刻にするものである。 

 

シ 有線テレビジョン放送事業者の違法再送信に厳正に対処できるよう、有

線テレビジョン放送事業者から業務開始等の届出の際に提出される放送

事業者の再送信同意書（写し）の精査や定期的な再送信実態把握など行政

事務上の改善を求める。 
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（２）協議の経過 

ＦＢＳは、平成１８年１０月から平成１９年３月まで６回にわたり協議

を行った。 

 

３ 判断 

テレビジョン放送の再送信を放送事業者の同意に係らしめている法第１３条

第２項の趣旨は、有線テレビジョン放送事業者の再送信という行為によって放

送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されるという事態を防止し、もって

放送秩序の維持を図るため、放送事業者に再送信の方法等をチェックさせるこ

とにより両者の間で調整を行わせ、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪

曲されることのないよう担保するところにある。 

 したがって、再送信によって放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲さ

れる場合には、法第１３条第５項の同意をしないことにつき正当な理由がある

場合に該当するところ、当該放送事業者には、再送信によって放送の意図が害

され、又は歪曲されるという具体的事実を立証することが求められている。 

 ついては、以下において、ＦＢＳが再送信の同意をしない理由について、再

送信によって放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体

的事実の有無を判断する。 

 

（１）放送の意図としての地域性を尊重するべきということを理由に再送信に

係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「地域免許制度に基づいて、福岡県の放送対象地域に放送する

意図を持って放送しており、２００６年８月の情報通信審議会第３次中間

答申では、ＩＰ再送信については地域限定に対して一定の合理性が認めら

れたところ、ＩＰ再送信と同様に有線テレビジョン放送事業者による区域

外再送信についても「放送の意図としての地域性」が尊重されるべきであ

る。」と主張している。しかしながら、「放送の意図」とは、原則として放

送番組の編集意図を指しているものであるところ、この主張には、放送事

業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的

事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正当な理由と

は認められない。 

 

（２）再送信同意と著作権法の許諾が不整合であるということを理由に再送信

に係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「有線テレビジョン放送事業者は、テレビジョン放送の再送信
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を行うにあたり、著作権法第２３条（公衆送信権等）および第９９条（有

線放送権）で規定される放送事業者の著作権、著作隣接権の許諾が必要で

ある。有線テレビジョン放送法の再送信同意と、著作権法に基づく放送局

の再送信許諾とは別であり、地域免許制度との整合性に加え、この二つの

基準の整合性に関する検討が必要である。」と主張している。しかしながら、

これは行政への要望事項であり、同意をしない理由とは認められないため、

この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることを

うかがわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同

意しない正当な理由とは認められない。 

 

（３）大臣裁定制度を見直すべきであるということを理由に再送信に係る同意

をしないことについて 

ＦＢＳは、「大臣裁定制度導入後、多くの地上放送を行う放送事業者の開

局がある一方で、ケーブルテレビ産業は飛躍的な発展を遂げるなど再送信

をめぐる環境は大きな変化を遂げている。昭和６１年当時の委員会答弁に

ある「５条件」が、判断基準となっているが、ケーブルテレビ産業が飛躍

的な発展を遂げている中で、この「５条件」は最低限遵守すべき事項であ

り、当時の立法趣旨と現状はあまりにも乖離している。再送信に関する大

臣裁定制度は、地域免許制度及び著作権のあり方の観点からも大きな問題

があり、これらの実情を理解し、大臣裁定制度の廃止を含む見直しを行政

に要望するものである。」と主張している。しかしながら、これは行政への

要望事項であり、同意をしない理由とは認められないため、この主張には、

放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる

具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正当な

理由とは認められない。 

 

（４）チャンネル格差の是正は区域外再送信とは別問題であるということを理

由に再送信に係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「区域外再送信は、放送事業者の公共性とは無関係である。チ

ャンネル格差是正を区域外再送信に委ねることは、当該地域においてケー

ブルテレビ施設がない地域や、施設があってもケーブルテレビの非加入世

帯との不公平を生む結果となり、地域全体の格差是正に役立つかどうかは

非常に疑問である。チャンネル格差は国の放送普及基本計画に基づくもの

であり、本来は、国としてチャンネルを割り当てて、格差を是正するのが

本筋である。」と主張している。しかしながら、この主張には、放送事業者

の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実
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が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正当な理由とは認

められない。 

 

（５）自社の区域外再送信の同意基準に合致しないということを理由に再送信

に係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「地上デジタル放送の区域外再送信の同意については、再送信

される地域の放送事業者の納得（了解）を得ることを前提に、①アナログ

放送で適法な同意があり、視聴習慣が定着していること、②生活圏・文化

圏としての一体性が認められること、③業務区域内に受信点を設置できる

ことの３条件を総合的に判断し同意基準としているが、申請者はその基準

を満たしていない。」と主張している。しかしながら、裁定の判断において

は、放送事業者の意思のみに基づくものではなく、放送の意図が害され、

又は歪曲されているか否かを客観的に判断すべきものである。また、この

主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうか

がわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意し

ない正当な理由とは認められない。 

 

（６）再送信される地域の放送事業者の承諾がないということを理由に再送信

に係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「区域外再送信の同意については、再送信される地域の放送事

業者の納得（了解）を得ることが条件である。緊急災害情報や政見放送等

の地域視聴者のための地域情報の安定的供給と地域免許制度に基づく地上

テレビジョン放送全体の健全な発展という観点から、再送信される地域の

放送事業者に配慮し、その考え方を確認することは欠かせない。同意する

ことによって再送信される地域の放送事業者が視聴率の低下等による経営

的なダメージを受けることを無視するわけにはいかない。」と主張している。

しかしながら、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪

曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。仮に主張

するような事実があったとしても、金銭的問題については、民事的解決に

属する事項であり、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（７）地域活性化にマイナスであるということを理由に再送信に係る同意をし

ないことについて 

ＦＢＳは、「区域外再送信の視聴機会が増えることは、地元の媒体力が減

少することになり、結果的には地元経済の活性化にマイナス効果となり、

地元の経済環境から好ましいことではない。区域外再送信の視聴が常態化
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すると、福岡一極集中が進み、地域の活性化はますます衰退していくこと

が懸念される。地域活性化のために有線テレビジョン放送事業者が果たす

役割は、本来、地域情報を充実し、地域経済・文化の発展に寄与すること

である。」と主張している。しかしながら、どの情報を摂取するかは、本来、

情報の受け手である視聴者の自主的な選択が尊重されるべきものであり、

放送事業者が十分な合理的理由なく、一方的に決定・制限できる事項とは

認められない。そのため、この主張には、放送事業者の放送の意図が害さ

れ、又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。

したがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（８）再送信される地域の視聴者の不利益につながるということを理由に再送

信に係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「区域外再送信の視聴が常態化すると、居住区域のこうした有

事の際の放送や緊急災害情報をはじめ、行政情報、政見放送などの地域情

報提供の妨げが懸念され、その結果、居住区域の視聴者に必要な情報が的

確に伝わらず、無用な混乱を引き起こすことなどが危惧される。このよう

な観点からも再送信される地域の放送事業者の放送番組が本来見られるべ

きである。」と主張している。しかしながら、地元情報や緊急災害情報を含

め、どの情報を摂取するかは、本来、情報の受け手である視聴者の自主的

な選択が尊重されるべきものであり、放送事業者が十分な合理的理由なく、

一方的に決定・制限できる事項とは認められない。そのため、この主張に

は、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをうかがわし

める具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意しない正

当な理由とは認められない。なお、たとえ放送の意図が害されないとして

も、区域外再送信によって大分県民の生命・安全が脅かされることとなる

具体的危険性が認められるのであれば、その事実は考慮に値するが、ＦＢ

Ｓの主張には、考慮するに足る具体的証拠は掲げられておらず、この点に

ついて、大分県知事に意見照会を行ったところ、むしろ、大分県知事から

の回答によれば、そのような危険性は大きくないものと認められる。した

がって、この観点からも正当な理由とは認められない。 

 

（９）区域外再送信のＣＭ問題ということを理由に再送信に係る同意をしない

ことについて 

ＦＢＳは、「広告主が意図して放送する地域限定ＣＭが、異なる地域でも

放送される結果となり、区域外の視聴者に対して誤ったＣＭを放送すると

いう責任問題に発展することも想定される。その結果、ＦＢＳは広告主に
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対して意図しない地域に放送したことへの責任、広告主とＦＢＳは視聴者

に対して誤ったＣＭを放送し、混乱を招いた責任を問われることになる。

ＣＭの観点からも区域外再送信を行うことは、コンプライアンス上問題が

あり、広告主ならびに視聴者のために適切でない」と主張している。しか

しながら、「広告主の意図に反する」という主張には、具体的事例や証拠が

挙げられておらず、放送事業者の放送の意図を害し、又は歪曲することを

うかがわしめる具体的事実が認められない。また、「視聴者の混乱を招く」

という主張については、大分県知事に意見照会を行ったところ、大分県知

事からは「本県内の視聴者（消費者）が福岡波の区域外送信で福岡地区に

限定したＣＭを視聴したとしても、そのこと（福岡地区のＣＭであること）

は十分に理解し得ると思われ、これまで（アナログ時）も大きな混乱やト

ラブルが生じたケースは聞き及んでいないことから、今後もそのような事

態は発生しにくいと考える。」という意見が提出されている。そのため、こ

の主張には、放送事業者の放送の意図を害し、又は歪曲することをうかが

わしめる具体的事実が認められない。したがって、再送信に同意しない正

当な理由とは認められない。 

 

（１０）系列ネットワークへの影響ということを理由に再送信に係る同意をし

ないことについて 

ＦＢＳは、「系列ネットワークは、民放のビジネススキームとして成立

しており、区域外再送信などにより同系列の放送事業者に経営的にマイナ

スとなる影響を与えることは、ネットワーク全体からみても体制を維持す

る面から好ましいことではない。」と主張している。しかしながら、系列ネ

ットワークの維持などの金銭面又は経営面の問題は放送の意図とは直接関

係があるとは言えず、この主張には、放送事業者の放送の意図が害され、

又は歪曲されることをうかがわしめる具体的事実が指摘されていない。し

たがって、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。仮に主張す

るような事実があったとしても、金銭的問題については、民事的解決に属

する事項であり、再送信に同意しない正当な理由とは認められない。 

 

（１１）著作権処理ということを理由に再送信に係る同意をしないことについ

て 

ＦＢＳは、「ＦＢＳの放送対象地域外での有線テレビジョン放送事業者

による再送信に関する著作権の権利処理は通常されていない。有線テレビ

ジョン放送事業者による再送信に関する権利処理は当該事業者が責任を持

つものではあるが、ＦＢＳの判断を超えるエリアで再送信が行われること
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は、権利処理の問題をより深刻にするものである。」と主張している。しか

しながら、法第１３条第２項の同意と著作権法上の許諾は、そもそも別の

法律に基づく制度であり、裁定にあたって勘案する必要はない。著作権法

上の問題は、別途著作権法の規定に従って解決されるべきである。 

 

（１２）有線テレビジョン放送事業者の違法再送信に対して行政が厳正に対処

すべきことを理由に再送信に係る同意をしないことについて 

ＦＢＳは、「有線テレビジョン放送事業者の違法再送信に厳正に対処で

きるよう、有線テレビジョン放送事業者から業務開始等の届出の際に提出

される放送事業者の再送信同意書（写し）の精査や定期的な再送信実態把

握など行政事務上の改善を求める。」と主張している。しかしながら、これ

は行政への要望事項であり、同意をしない理由とは認められないため、こ

の主張には、放送事業者の放送の意図が害され、又は歪曲されることをう

かがわしめる具体的事実が指摘されていない。したがって、再送信に同意

しない正当な理由とは認められない。 

 

４ 結論 

以上のとおり、ＦＢＳが、申請者に対し、そのデジタルテレビジョン放送の

再送信に係る同意をしないことにつき正当な理由があると認めるに足る事実は

存在しない。よって、主文のとおり裁定する。 
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